
船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、建物を賃借して、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第３４条の１５第２項の規定による市長の認可を得て法第６条の３第１０項に規

定する小規模保育事業を行う事業所（船橋市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例第２９条に規定する小規模保育事業所Ａ型をいう。以下「小規模保育事業所」

という。）を新たに設置する場合に、当該建物の賃借に係る経費を対象に、予算額の範囲内に

おいて補助金を交付することにより、小規模保育事業所の設置を促進し、待機児童の解消を

図るとともに、児童福祉の増進に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる

ものとする。 

⑴ 公定価格 特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用 

地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等

（平成２７年内閣府告示第４９号。以下「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に

関する基準等」という。）第１条第１２号に規定にする公定価格をいう。 

⑵ 賃借料加算 特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等第１条第５１号

に規定する賃借料加算をいう。 

 

（交付の対象） 

第３条 この要綱において、補助金の交付を受けることができる者は、建物を賃借することに

より小規模保育事業所を設置し、継続的に保育を実施する者（以下「設置者」という。）とす

る。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、建物を借り上げて小規模

保育事業所を設置し、保育を実施する場合に貸主に対して支払う建物賃借料（開所前の改修

等期間（改修等工事に着手した月から開所までの間をいう。以下同じ。）の賃借料、礼金（第

９条に規定する通知をした日以降に支払ったものに限る。）、共益費及び管理費を含み、敷金

及び保証金は除く。以下同じ。）にかかる経費とする。ただし、次の各号に掲げる場合を除く。 

⑴ 賃借する建物の所有者又は貸主が、設置者（法人である場合は経営担当役員（業務を執

行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）を含む）の親族又は寄付者等、

設置者と密接な関係にある場合。 

 ⑵ 賃借する建物の貸主が、建物の所有者と同一でない場合 

２ 前項各号の規定にかかわらず、市長が適当と認める場合は、補助対象経費とすることがで

きる。 

 



（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に定める区分に応じて、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 保育対策総合支援事業費補助金交付要綱における「都市部における保育所等への賃借料

支援事業」の適用対象となる保育所等に係る補助金の額 一の年度内に支払う補助対象経

費から公定価格のうち賃借料加算に相当する額（各月初日の利用子ども数の合計に一人あ

たりの賃借料加算の加算額を乗じて得た額とする。以下同じ。）及び寄付金その他収入額

を控除した額と、２，２００万円とを比較して少ない方の額に４分の３を乗じて得た額 

 ⑵ 前号以外の場合 一の年度内に支払う補助対象経費に別表に掲げる補助率を乗じて得

た額から、他の補助金及び公定価格のうち賃借料加算に相当する額を控除した額とする。 

２ 前項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数が生じた場合、これを切り捨てる。 

 

（補助対象期間） 

第６条 補助の対象となる期間は、小規模保育事業所の開所から１０年を経過するまでとする。

ただし、１０年を経過した時点において、補助対象経費の総額（第１０条の規定による交付

申請の有無にかかわらず、開所前の改修等期間及び開所後に貸主に対して支払った建物賃借

料の総額とする。以下同じ。）が補助基準額に達していない場合は、補助対象経費の総額が補

助基準額に達するまでとする。 

 

（補助の要件） 

第７条 補助の対象となる小規模保育事業所は、次に掲げる要件を満たすものとする。 

⑴ 平成２７年４月１日から平成２９年４月１日までの間に新たに開所した小規模保育事

業所であること。 

⑵ 公定価格のうち賃借料加算の要件を満たすこと。 

⑶ 原則として、認可定員（法第３４条の１５第２項の規定による市長の認可を受けるもの。

以下同じ。）と利用定員（子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２９条第１

項の確認において定めるもの。以下同じ。）が一致すること。ただし、実際の利用人数の実

情に合わせて認可定員の範囲内で利用定員を設定することについて、市長がやむを得ない

と認めたときは、この限りでない。 

⑷ 設定した定員を充足する人数を積極的に受け入れる職員の体制を整えていること。 

⑸ その他、補助金の交付について、不適当と認める事由がないこと。 

 

（事業計画書等の提出） 

第８条 新たに開所する小規模保育事業所について、補助金の交付を受けようとする者（以下

「申請予定者」という。）は、市長が指定した期日までに、小規模保育事業所の事業計画につ

いて、交付を受けようとする補助金の額の算定にかかる補助対象経費が確認できる建物賃貸

借契約書その他の書類を付して市長に提出するものとする。 

 

（補助の内示） 

第９条 市長は、前条の規定による事業計画の提出があった場合は、第７条各号に基づき補助



金の交付の適否について審査し、申請予定者に通知するものとする。 

 

（交付の申請） 

第１０条 補助金の交付を受けようとする設置者（以下「申請者」という。）は、当該年度の３

月３１日までに船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金交付申請書（第１号様式）に必要な

書類を添えて、市長に申請しなければならない。ただし、新たに補助金の交付を受けようと

する場合における申請は、前条の規定による補助の内示を受けたものでなければならない。 

 

（交付可否の決定等） 

第１１条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、交付の可否

を決定し、その旨を船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金交付可否決定通知書（第２号様

式）により、申請者に通知する。 

２ 市長は、前項の規定により、補助金の交付を決定するときは、次の条件を付すものとする。 

⑴ 補助の対象となる小規模保育事業所を設置し、保育を実施する事業（以下「補助事業」

という。）の内容のうち次のものを変更する場合には、市長の承認を受けなければならな

い。 

ア 建物の規模又は構造（事業所の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除く。） 

  イ 建物等の用途 

  ウ 利用定員 

⑵ 補助事業の一部又は全部を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければ

ならない。 

⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又はその遂行が困難になった場合には、速や

かに市長に報告して、その指示を受けなければならない。 

⑷ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証

拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助事業完了の日（補助事業の中止又は

廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管し

ておかなければならない。 

⑸ 補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提供

を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

 

（交付の時期） 

第１２条 第１０条の規定による申請に係る補助金については、当該年度の補助対象経費の支

払が完了した後において交付する。 

 

（交付決定の取消等） 

第１３条 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けた

設置者があるときは、市長は、補助金の交付決定を取消し、又は既に交付した補助金の全部

又は一部を返還させるものとする。 

 



（消費税仕入控除税額の確定に伴う報告） 

第１４条 消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額が確定した場合（仕入絵控除税額が０円の場合を含む。）には、船橋市小規模

保育事業建物賃借料補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額報告書（第３号様式）

により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに市長に

報告しなければならない。 

 なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、

自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消

費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、第１３条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助

事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、

船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金返還命令書（第４号様式）（以下、「返還命令書」と

いう。）によりその返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、前条の規定により補助事業者から仕入控除税額についての報告を受け、補助金返

還の必要がある場合には、期限を定めて、返還命令書によりその返還を命ずるものとする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１６条 補助事業者は、前条第１項の規定により補助金の返還を命ぜられたときは、その命

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納

付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき、年１０.９５パ

ーセントの割合で計算した加算金を市に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、前条の規定により補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しな

かったときは、納期日の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、その未納付額（未納付

額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間についてはその納付額を控除

した額）につき、年１０.９５パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければなら

ない。 

 

（調査又は報告） 

第１７条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助事業

者に対して、補助事業等の遂行に関する状況を調査し、又は報告を徴することができる。 

 

（その他） 

第１８条 補助金の交付を受けたものは、第６条に定める期間が終了した以降の小規模保育事

業所の運営について、資金計画等の策定等、小規模保育事業所の運営に支障のないよう事前

に方策を講じておかなければならない。 

 

（補則） 



第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成２７年４月１３日から施行し、同月１日以後に開所した小規模保育事業

所について適用する。 

（経過措置） 

２ 子育て対策臨時特例交付金（安心こども基金）における小規模保育設置促進事業等の国庫

補助を受けた小規模保育事業所について、当該補助に係る残額が生じている間は、第７条第

２号の規定は適用しない。 

３ この要綱の施行の日前に開所した小規模保育事業所に係る補助金の交付の申請について

は、第１０条ただし書の規定は適用しない。 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成２８年１月１５日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和２年９月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和２年１２月１５日から施行し、同日をもって、新たな適用を停止する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和４年２月１５日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和５年１１月２１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

認可定員 補助基準額 補助率 

６人から 

１０人 

１，９００万円 ３／４ 

ただし、次のいずれかの場合は、１／２ 

ア 児童福祉法第６条の３第９項から第１

２項までに規定する業務又は第３９条第

１項に規定する業務を目的とする施設で

あって第３４条の１５第２項若しくは第

３５条第４項の認可を受けていないもの

を改修して小規模保育事業所を設置する

場合 

イ 補助対象経費の総額が補助基準額に達

した場合 

１１人から 

１４人 

３，０００万円 

１５人から 

１９人 

４，１００万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式 

  年  月  日  

   船橋市長 あて   

事業所名   

法人名    

所在地    

代表者氏名       

                

船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金交付申請書 

  

 小規模保育事業建物賃借料補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。 

  

記 

 

１ 申請にかかる補助対象経費の額    金      円 

（うち消費税及び地方消費税相当額   金      円） 

 

２ 年度内の各月初日の利用子ども数の合計           人 

   （内訳） 

  年 ４月 人 １０月 人 

５月 人 １１月 人 

６月 人 １２月 人 

７月 人   年 １月 人 

８月 人  ２月 人 

９月 人  ３月 人 

 

３ 交付申請額              金      円 

 

４ 添付書類 

（１）当該建物の賃貸借契約書の写し 

（２）当該建物の登記事項証明書 

（３）当該小規模保育事業所を経営する法人と所有者又は貸主が特別の関係のある者でない

ことを誓約する書類 

（４）補助対象経費の支払いを確認できる書類 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 



第２号様式 

船橋市 指令第  号 

  年  月  日  

  

        様 

  

船橋市長         

  

 

船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金交付可否決定通知書 

  

 

      年  月  日付申請のあった小規模保育事業建物賃借料補助金の交付につい

て、下記のとおり決定したので通知します。 

  

記 

  

 １ 交付する。   

⑴ 交付決定額     金       円 

 

⑵ 交付の条件 

要綱第１１条第２項及び第１４条に規定する事項を遵守すること。 

 

 

２ 交付しない。 

    (理由) 

 

 

  



第３号様式 

 

  年  月  日 

  

  船橋市長 あて 

  

事業所名 

法人名 

所在地 

代表者氏名        

  

 

船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額報告書 

  

 

年 月 日付船橋市 指令第 号により交付決定のあった船橋市小規模保育事業建物

賃借料補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入税額控除について、下記のとおり報告

します。 

  

記 

  

１ 補助対象施設の名称 

 

２ 補助金交付決定額   金       円 

 

３ 確定申告により確定した船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（※消費税の申告義務がない場合も０円と記載すること。） 

 

   金       円 

※０円の場合はその理由（該当するものに☑） 

 □ 消費税の申告義務がない 

 □簡易課税方式による申告を行っている 

 □消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％を超える 

 □その他（返還額算出シートによる計算の結果、返還額が０円だった場合など） 

 

４ 添付資料 

 ・返還額算出シート 

 （申告義務がない、簡易課税方式、消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割

合が５％を超える事業者は添付不要） 



 ・別紙 添付書類チェック表及び該当書類のとおり 

第３号様式 別紙 

添付書類チェック表 

 

※本用紙と合わせて該当する添付書類を提出してください。 

 

申告方式 添付書類 確認欄 

消費税の確定申告の義務がない ○免税事務所であることを証する書類 

【任意様式】 
□ 

簡易課税方式により申告してい

る場合 
○消費税確定申告書（簡易課税用）（写） □ 

公益法人（一般社団法人、社会

福祉法人、宗教法人）等で特定

収入割合が５％を超えている場

合 

○消費税確定申告書（写） 

○消費税確定申告書付表２（計算表）（写） 

○特定収入割合を確認できる書類【任意様式】 

□ 

課税売上割合が９５％以上かつ

課税売上高が５億円以下の法人

等 

○消費税確定申告書（写） 

○消費税確定申告書付表２（計算書）（写） 

□ 

課税売上割合が９５％未満また

は課税売上高が５億円超の法人

等であって一括比例配分方式に

より消費税の申告を行っている

場合 

□ 

課税売上割合が９５％未満また

は課税売上高が５億円超の法人

等であって、個別対応方式によ

り消費税の申告を行っている場

合 

□ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式 

第     号 

年  月  日  

  

        様 

 

 船橋市長            

 

 

船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金返還命令書 

  

 

 船橋市小規模保育事業建物賃借料補助金交付要綱第１５条の規定により、次の通り補助

金の返還を命ずる。 

  

返 還 す べ き 額 円   

返 還 期 限  年  月  日まで   

返還を命ずる理由  

返 還 方 法  

補助対象施設の名称  

補 助 年 度 年度   

交 付 決 定 年 月 日 年  月  日   

番 号 第  号   

交 付 決 定 額 円   

既 交 付 額 円   

 

 

 

 

 

 

  

 


